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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第59期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第58期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 2,589,60913,613,120

経常利益 (千円) 379,137 2,359,928

四半期(当期)純利益 (千円) 187,317 647,002

純資産額 (千円) 23,776,98823,620,905

総資産額 (千円) 27,322,93727,854,930

１株当たり純資産額 (円) 1,156.14 1,148.46

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 9.73 33.62

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 81.4 79.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 951,425 1,285,633

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 868,672△ 2,291,807

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 274,319△ 415,100

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,993,2206,184,786

従業員数 (名) 431 444

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ　　

　　ん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 431(22)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 193(20)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

不動産業、その他の事業については、受注による生産は行っていないため、(1) 生産実績、(2) 受注実績

については製造業についてのみの記載となっております。

　
(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を製造業について部門別に示すと次のとおりです。

　

部門別 生産高(千円)

昇降機部門 368,721

舞台機構部門 398,226

遊戯機械部門 253,910

修理保守部門 1,416,023

合計 2,436,881

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は販売価格によって算出したものであり、研究開発及び固定資産の製作にかかわるものは含んでおりませ
ん。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

　

(2) 受注実績
　

部門別 受注高(千円) 受注残高(千円)

昇降機部門 207,940 1,469,821

舞台機構部門 167,244 576,810

遊戯機械部門 398,064 491,139

修理保守部門 1,640,429 738,890

合計 2,413,6783,276,661

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

製造業 2,509,184

不動産業 37,773

その他の事業 42,650

合計 2,589,609

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰を始めインフレ懸念が急速に広まり　　　

　景気は緩やかな減速傾向が高まってまいりました。

　　このような環境の中、当社グループは、受注時点での採算重視の徹底、高い生産性・効率性の

　確保等、業績の向上に懸命の努力を注いでまいりましたが、好調であった前年同期水準からは厳

　しい結果となりました。 

　　すなわち、売上高は2,589百万円と前年同期比減収となり、それに伴い営業利益332百万円、経

　常利益379百万円、第１四半期純利益187百万円と前年同期を下回る結果となりました。

　　事業の種類別セグメントの業績については以下のとおりです。

〔製造業〕

　製造業の売上高は、2,509百万円となりました。部門別では、舞台機構部門で大型物件の完工を　

　みたことをはじめ、修理保守部門も引続き堅調に推移しましたものの、第２四半期以降に完工物

　件を抱える昇降機部門や前年好調であった遊戯機械部門が低調でした。その結果、営業利益は

　465百万円となりました。

〔不動産業〕

　不動産業の売上高は、37百万円となり営業利益は22百万円となりました。

〔その他の事業〕

　レジャー・サービス業につきましては、売上高42百万円となり営業利益は2百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

　資産の部では、流動資産は前連結会計年度末に比べ955百万円減少し12,264百万円となりました。これは

主に、受取手形及び売掛金の減少1,646百万円と有価証券の増加799百万円によるものであります。固定資産

は前連結会計年度末に比べ423百万円増加し15,058百万円となりました。これは主に、投資有価証券の増加

362百万円によるものです。この結果、総資産は前連結会計年度末に比べ531百万円減少の27,322百万円とな

りました。

　負債の部では、流動負債は前連結会計年度末に比べて673百万円減少し2,058百万円となりました。これ

は主に、支払手形及び買掛金の減少479百万円によるものであります。固定負債は前連結会計年度末に比べ

14百万円減少し1,487百万円となりました。この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ688百万円減少し

3,545百万円となりました。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ156百万円増加の23,776百万円となりました。これは主に、その他有

価証券評価差額金の増加210百万円によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は

　5,993百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は951百万円となりました。これは主に、売掛債権の回収による収

　入1,646百万円があったことと、法人税等の支払469百万円があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
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　投資活動の結果使用した資金は868百万円で、主に有価証券の購入799百万円によるものでありま

　す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、274百万円で、主に配当金の支払237百万円によるものであります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、　

　その内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　

当社は、特定株主グループ（注1）の議決権割合（注2）が25％を超えることを目的とする当社株券等

（注3）の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が25％を超えることとなる当社株券等

の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引公開買付等

の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます）

への対応策を導入しております。 

　その具体的内容は以下のとおりです。 

１．会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容 

　当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模買付行為に応じ

て当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべ

きものであると考えます。 

　しかしながら、当社の経営には、その事業である舞台機構、昇降機、特殊機構、遊戯施設等の設計、製造、販売

に関する総合エンジニアリング企業としての幅広いノウハウと豊富な経験、関係会社や国内外の取引先及

び顧客等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可欠です。これらに関する十分な理解

なくしては、株主の皆様が将来実現することのできる株主価値を適正に判断することはできません。 

　当社は、当社株式の適正な価値を投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりますものの、

突然大規模買付行為が為されたときに、大規模買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうかを株

主の皆様が短期間の間に適切に判断されるためには、大規模買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ

十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式をそのまま継続的に保有することを考えられ

る株主の皆様にとっても、大規模買付行為が当社に与える影響や、当社の従業員、関係会社、取引先及び顧客

等のステークホルダーとの関係についての方針を含む、大規模買付者が考える当社の経営に参画したとき

の経営方針や事業計画の内容等は、その継続保有を検討されるうえで重要な判断材料であります。同様に、

当社取締役会が当該大規模買付行為についてどのような意見を有しているのかも、当社株主の皆様にとっ

ては重要な判断材料となるものと考えます。 

以上を考慮した結果、当社としましては、大規模買付行為に際しては、当社の定める大規模買付ルール

（詳細については、後記２．をご参照ください。以下、「大規模買付ルール」といいます。）に従って、大

規模買付者から事前に、株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提

供され、当社取締役会がかかる情報を十分に評価・検討するための期間が経過した後にのみ、大規模買付

行為が開始されるべきであるという結論に至りました。そして、大規模買付ルールを遵守しない大規模買

付者に対しては、当社株主全体の利益を守るために、対抗措置を発動することにより、かかる大規模買付

ルールの実効性を担保すべきであると考えております。 

　また、大規模買付行為の中には、明らかに濫用目的によるものと認められ、その結果として当社株主全体

の利益を著しく損なうものもないとは言えませんので、当社は、かかる買付行為に対しては、当社取締役

会が、大規模買付ルールに従って、当社株主全体の利益を守るために適切と考える対抗措置をとること

も、否定されるべきではないと考えております。 

　以上の考え方をもって、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以

下、「本基本方針」といいます。）といたします。 
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２．本基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み 

当社は、上記１．で述べた本基本方針に照らし、特定株主グループ(注1)の議決権割合(注2)を25％以上と

することを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が25％以

上となる当社株券等(注3)の買付行為(いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除

き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規

模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。)が行われる場合には、後

記(1)に記載する内容の大規模買付ルールに従っていただくこととし、大規模買付者がこれを遵守した場

合と遵守しなかった場合には、後記(2)に記載するとおり対応することとしております（以下、２．に記

載する大規模買付行為への対応方針を、「本対応方針」といいます。） 

注１：特定株主グループとは、当社の株券等(金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。)の

保有者(同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。)及び

その共同保有者(同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者とみなされる者

を含みます。)並びに当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等(同法第27条

の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。)を行う者及びその特

別関係者(同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。)を意味します。 

注2：議決権割合とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、(i)特定株主グループが当社の株券等(金融商

品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。)の保有者及びその共同保有者である場合の当該保有者の

株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の

共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も計算上考慮されるものとします。）

又は(ii)特定株主グループが当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の大規模買付者

及びその特別関係者である場合の当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等保有割合（同法第27条の２第８項

に規定する株券等保有割合をいいます。）の合計をいいます。各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権（同法

第27条の2第8項に規定するものをいいます。）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいい

ます。）は、有価証券報告書、半期報告書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを

参照することができるものとします。 

注3：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。 

　

(イ)大規模買付ルールの内容 

　当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者から当社取締役会に対して十分

な情報が提供され、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、と

いうものです。 

具体的には、まず、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断及び当社取締役会と

しての意見形成のために十分な情報(以下、「本必要情報」といいます。)を提供していただきます。その

項目の一部は以下のとおりです。 

①大規模買付者及びそのグループの概要（大規模買付者の事業内容、当社の事業と同種の事業について

の経験等に関する情報を含みます。） 

②大規模買付行為の目的及び内容 

③当社株式の取得対価の算定根拠及び取得資金の裏付け 

④当社の経営に参画した後、向こう５年間に想定している経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当

政策、資産活用策等（以下、「買付後経営方針等」といいます。） 

　本必要情報の具体的内容は大規模買付行為の内容によって異なり得るため、大規模買付者が大規模買付
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行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者

の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付行為の概要を明示した、大規模買付ルールに従う旨の意向表

明書をご提出いただくこととし、当社は、かかる意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当

初提供いただくべき本必要情報のリストを当該大規模買付者に交付します。なお、当初提供していただい

た情報を精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大規模買付者に対

して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。大規模買付行為の提案があった事実及び当社

取締役会に提供された本必要情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、

適切と判断する時点で、その全部又は一部を開示します。 

　次に、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し本

必要情報の提供を完了した後、90日間(対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社全株式の買付

の場合)又は120日間(その他の大規模買付行為の場合) を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代

替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えま

す。従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。取締役会評価

期間中、当社取締役会は、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限

尊重した上で、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応じ、大規模買

付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆様に

対し代替案を提示することもあります。 

 

(ロ)大規模買付行為が為された場合の対応方針 

ア　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反

対であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、当

社株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模

買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案及び当社が提示する当該買

付提案に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。もっとも、大規模買付ルー

ルが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社株主全体の利益を著しく損なうと認め

られる場合には、当社取締役会は当社株主の皆様の利益を守るために適切と考える方策を取ることがあ

ります。当該大規模買付行為が当社株主全体の利益を著しく損なうか否かの検討及び判断については、そ

の客観性及び合理性を担保するため、当社取締役会は、大規模買付者の提供する買付後経営方針等を含む

本必要情報に基づいて、独立委員会等の助言を参考にし、かつ、独立委員会の勧告を最大限尊重しながら、

当該大規模買付者及び大規模買付行為の具体的内容（目的、方法、対象、取得対価の種類・金額等）や当

該大規模買付行為が当社株主全体の利益に与える影響を検討し、かつ当社社外監査役３名を含む監査役

の過半数の賛同を得た上で決定することといたします。 

イ　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

　大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかか

わらず、当社取締役会は、当社及び当社株主全体の利益を守ることを目的として、株式分割、新株予約権の

発行等、会社法その他の法律及び当社定款が当社取締役会の権限として認めるものを行使し、大規模買付

行為の開始に対抗する場合があります。具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適

切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。但し、当社取締役会が具体的対抗策として一

定の基準日現在の株主に対し株式分割を行うことを選択した場合には、株式分割1回につき当社株式1株

を最大５株に分割する範囲内において分割比率を決定するものとします。また、具体的対抗措置として株
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主割当により新株予約権を発行する場合の概要は当社ホームページに公表しているとおりですが、実際

に新株予約権を発行する場合には、一定割合以上の当社株券等を保有する特定株主グループに属さない

ことを行使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間及び行使条件を設けることがあ

ります。 

 

(ハ)株主・投資家に与える影響等 

ア　大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等 

　大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報

や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、更には、当社株主の皆様が代替案の提示

を受ける機会を保証することを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、

大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社株主全体

の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、当社株主及び投資家

の皆様が適切な投資判断を下される上での前提となるものであり、当社株主及び投資家の皆様の利益に

資するものであると考えております。 

イ　対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等 

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、当社及び当社株主全体

の利益を守ることを目的として、会社法その他の法律及び当社定款により当社取締役会の権限として認

められている対抗措置をとることがありますが、当社株主の皆様（大規模買付ルールに違反した大規模

買付者を除きます。）が法的権利又は経済的側面において損失を被るような事態は想定しておりません。

当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び証券取引所規則に従って、適時

適切な開示を行います。 

　なお、対抗措置として考えられるもののうち、株式分割及び新株予約権の発行についての当社株主の皆

様に関わる手続きについては、次のとおりとなります。 

　株式分割を行う場合には、当社株主の皆様にとりまして必要となる手続きは特にありません。但し、名義

書換未了の当社株主の皆様に関しましては、別途当社取締役会が決定し公告する株式分割基準日までに、

名義書換を完了していただく必要があります。新株予約権につきましては、新株予約権を行使して新株を

取得するために所定の期間内に行使価額の払込みを完了していただく必要があります。かかる手続きの

詳細につきましては、実際に新株予約権を発行することになった際に、法令に基づき別途お知らせ致しま

す。但し、名義書換未了の当社株主の皆様に関しましては、新株予約権を取得するためには、別途当社取締

役会が決定し公告する新株予約権の割当期日までに、名義書換を完了していただく必要があります。 

 

(ニ)本対応方針の有効期限及びその見直し等 

　本対応方針の有効期限は、平成21年６月30日までに開催される当社第59期定時株主総会の終結の時とし

ます。但し、当社第59期定時株主総会において本対応方針を継続することが承認された場合、かかる有効

期限は更に１年延長されるものとし、以後も同様とします。当社取締役会は、本対応方針を継続すること

が承認された場合、その旨を速やかにお知らせします。 

　なお、本対応方針の継続が決定された場合であっても、当社取締役会は、企業価値・株主価値向上の観点

から、関係法令の整備や、証券取引所が定める上場制度の整備等を踏まえ本対応方針の随時見直しを行

い、当社株主総会の承認を得て本対応方針の変更を行うことがあります。その場合には、その変更内容を

速やかにお知らせします。 
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(ホ)本対応方針に対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由 

ア　本対応方針が本基本方針に沿うものであること 

　本対応方針は、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為が為された場合の対応方針、独立委員会の設

置、株主及び投資家の皆様に与える影響等を規定するものです。 

　本対応方針は、大規模買付者が大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提

供すること、及び当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始

することを求め、これを遵守しない大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがある

と明記しています。 

　また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付者の大規模買付行為が当社株主

全体の利益を著しく損なうものと当社取締役会が判断した場合には、かかる大規模買付者に対して当社

取締役会は当社株主全体の利益を守るために適切と考える対抗措置を講じることがあることを明記して

います。 

　このように本対応方針は、本基本方針の考え方に沿って設計されたものであるといえます。 

イ　本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものではないこと 

　１．で述べたとおり、本基本方針は、当社株主の共同の利益を尊重することを前提としています。本対応

方針は、本基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断

するために必要な情報や当社取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会の提供を保証すること

を目的としております。本対応方針によって、当社株主及び投資家の皆様は適切な判断を行うことができ

ますので、本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するものであ

ると考えます。 

　さらに、本対応方針の継続が当社株主の皆様の承認を条件としており、当社株主が望めば本対応方針の

廃止も可能であることは、本対応方針が当社株主の共同の利益を損なわないことを担保していると考え

られます。 

ウ　本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

　本対応方針は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべ

きことを大原則としつつ、当社株主全体の利益を守るために必要な範囲で大規模買付ルールの遵守の要

請や対抗措置の発動を行うものです。本対応方針は当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前かつ

詳細に開示しており、当社取締役会による対抗措置の発動はかかる本対応方針の規定に従って行われま

す。当社取締役会は単独で本対応方針の継続を行うことはできず、当社株主の皆様の承認を要します。 

　また、大規模買付行為に関して当社取締役会が評価・検討、取締役会としての意見のとりまとめ、代替案

の提示、大規模買付者との交渉を行い、又は対抗措置を発動する際には、独立委員会等の助言を得るとと

もに、独立委員会の勧告を最大限尊重することとされています。このように、本対応方針には、当社取締役

会による適正な運用を担保するための手続きも盛り込まれています。 

　以上から、本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えてお

ります。 

　

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は926千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

 当第１四半期連結会計期間において、下記を除き主要な設備に重要な異動はありません。

　①新設

　　　提出会社において、前連結会計年度末に計画しておりました神戸事業所は、平成20年５月に

　　　完成し同月から操業を開始しております。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった設備計画は「(１)主要　

　な設備の状況」の項に記載の通り完了いたしました。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,332,05719,332,057
大阪証券取引所
(市場第二部）

―

計 19,332,05719,332,057― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年６月30日 ― 19,332,057 ― 3,251,279 ― 2,989,057

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　 91,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,113,000 38,226 ―

単元未満株式 普通株式　  128,057 ― ―

発行済株式総数 19,332,057― ―

総株主の議決権 ― 38,226 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が210株、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれて

おります。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）

三精輸送機株式会社

大阪府吹田市江坂町

１丁目13番18号
91,000― 91,000 0.5

計 ― 91,000― 91,000 0.5

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 760 780 920

最低(円) 683 680 785

(注)　株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動ありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20

年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人によ

り四半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査

法人から名称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,305,944 6,497,946

受取手形及び売掛金 1,925,112 3,571,684

有価証券 2,466,275 1,667,133

仕掛品 930,060 778,190

原材料及び貯蔵品 289,445 318,207

その他 347,316 388,339

貸倒引当金 △120 △1,891

流動資産合計 12,264,035 13,219,610

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,622,800 1,740,863

土地 2,812,737 2,812,737

その他（純額） 685,019 2,488,753

有形固定資産合計 ※1
 7,120,557

※1
 7,042,355

無形固定資産

ソフトウエア 62,911 66,577

その他 13,971 13,971

無形固定資産合計 76,883 80,549

投資その他の資産

投資有価証券 6,066,725 5,703,853

その他 1,807,616 1,822,554

貸倒引当金 △12,881 △13,994

投資その他の資産合計 7,861,460 7,512,414

固定資産合計 15,058,901 14,635,319

資産合計 27,322,937 27,854,930

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 695,507 1,175,242

未払法人税等 152,424 466,919

前受金 306,193 403,470

賞与引当金 326,085 284,961

役員賞与引当金 － 24,000

工事損失引当金 15,324 12,079

その他 563,391 365,531

流動負債合計 2,058,927 2,732,206

固定負債

退職給付引当金 709,836 756,897

長期未払金 379,801 462,477
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

その他 397,383 282,443

固定負債合計 1,487,021 1,501,819

負債合計 3,545,948 4,234,025

純資産の部

株主資本

資本金 3,251,279 3,251,279

資本剰余金 2,989,057 2,989,057

利益剰余金 15,288,506 15,351,320

自己株式 △63,843 △63,200

株主資本合計 21,464,999 21,528,456

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 779,322 568,933

評価・換算差額等合計 779,322 568,933

少数株主持分 1,532,666 1,523,514

純資産合計 23,776,988 23,620,905

負債純資産合計 27,322,937 27,854,930
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

売上高 2,589,609

売上原価 1,700,170

売上総利益 889,438

販売費及び一般管理費 ※1
 556,864

営業利益 332,573

営業外収益

受取利息 3,635

受取配当金 33,467

その他 13,110

営業外収益合計 50,212

営業外費用

支払利息 281

支払手数料 1,110

その他 2,256

営業外費用合計 3,649

経常利益 379,137

特別利益

固定資産売却益 2,869

貸倒引当金戻入額 2,893

特別利益合計 5,762

特別損失

固定資産除却損 142

たな卸資産廃棄損 692

出資金評価損 1,000

支払補償金 501

特別損失合計 2,336

税金等調整前四半期純利益 382,563

法人税、住民税及び事業税 ※2
 154,637

少数株主利益 40,609

四半期純利益 187,317
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 382,563

減価償却費 68,372

ソフトウエア償却費 5,866

長期前払費用償却額 1,298

賞与引当金の増減額（△は減少） 41,123

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △24,000

工事損失引当金の増減額（△は減少） 3,245

退職給付引当金の増減額（△は減少） △47,060

長期未払金の増減額（△は減少） △82,676

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,883

受取利息及び受取配当金 △37,102

支払利息 281

出資金評価損 1,000

たな卸資産廃棄損 692

固定資産売却損益（△は益） △2,869

固定資産除却損 142

売上債権の増減額（△は増加） 1,646,571

たな卸資産の増減額（△は増加） △123,800

仕入債務の増減額（△は減少） △487,165

前受金の増減額（△は減少） △97,277

その他の資産の増減額（△は増加） △86,029

その他の負債の増減額（△は減少） 38,456

未払消費税等の増減額（△は減少） 184,467

小計 1,383,218

利息及び配当金の受取額 37,620

利息の支払額 △281

法人税等の支払額 △469,132

営業活動によるキャッシュ・フロー 951,425

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △743,365

定期預金の払戻による収入 743,365

有価証券の取得による支出 △799,479

有形固定資産の取得による支出 △71,267

有形固定資産の売却による収入 5,000

無形固定資産の取得による支出 △2,567

貸付けによる支出 △2,640

貸付金の回収による収入 2,280

投資活動によるキャッシュ・フロー △868,672

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △642

配当金の支払額 △237,676

少数株主への配当金の支払額 △36,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △274,319

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △191,566

現金及び現金同等物の期首残高 6,184,786

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,993,220
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

1　会計処理の原則及び手続の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

棚卸資産

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間か

ら、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第

９号)を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売

上総利益及び営業利益が4,559千円、経常利益が

4,559千円、税金等調整前四半期純利益が4,559千

円それぞれ減少しております。

 

　

　

　
【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかものについてのみ正味売却価額を見積も

り、簿価切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　原価差異の繰延処理

操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差

異につきましては、原価計算期間末までにほぼ解消が

見込まれるため、当該原価差異を流動資産として繰延

べております。
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２　税金費用の計算

　　  当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額 　2,315,006千円※1　有形固定資産の減価償却累計額 　　2,292,992千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
　　　額　は次のとおりです

　　給与手当 172,693千円

　　役員報酬 75,074千円

　　賞与引当金繰入額 50,158千円

※２　当四半期連結会計期間における税金費用について
　　　は、四半期財務諸表に特有の会計処理により計算
　　　しているため、法人税等調整額は「法人税、住民
　　　税及び事業税」に含めて表示しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,305,944千円

有価証券 2,466,275〃

　　　計 8,772,220千円

預入期間が３か月超の定期預金 △743,365〃

MMF及びCP以外の有価証券 △2,035,635〃

現金及び現金同等物 5,993,220千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 19,332,057

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 92,012

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 250,131 13平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　著しい変動はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバィブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　　全セグメントの連結売上高の合計、営業利益の合計額に占める製造業の割合が、いずれも90％　

　　を超えるため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　　本国以外の国、または地域に所在する支店・営業所及び連結子会社はないため、記載を省略し　　

　　ております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,156円14銭 1,148円46銭

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月30日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 9円73銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 187,317

普通株式に係る四半期純利益(千円) 187,317

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) ―

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,240

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年8月8日

三精輸送機株式会社

取締役会　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　原　　祥　　孝　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　　　晃　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三精

輸送機株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三精輸送機株式会社及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

三精輸送機株式会社(E01632)

四半期報告書

28/28


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

